
滋賀県グローバル市場魅力向上支援事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 知事は、県内中小企業の海外における事業展開の促進を図るため、海外展開を見据え

た調査・新商品開発・ブランディングに取り組み、海外への販路開拓を目指す事業に要する

経費に対し、予算の範囲内において補助金を交付するものとし、その交付に関しては滋賀県

補助金等交付規則（昭和４８年滋賀県規則第９号。以下「規則」という。）に規定するもの

のほか、この要綱の定めるところによる。 

 

（補助対象者） 

第２条 補助金の補助対象者は、中小企業等経営強化法第２条第１項に規定する中小企業者で、

県内に事務所または事業所を有するものであり、県税の滞納がない者とする。 

 

（補助事業） 

第３条 補助金の交付対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、別表１のとおりとす

る。 

 

（補助対象経費、補助率および補助限度額） 

第４条 補助事業の補助対象経費、補助率および補助限度額は、別表２のとおりとする。 

 

（事業計画書の提出） 

第５条 補助金の交付の申請をしようとする者は、事業計画書（様式第１号）に同様式で定め

る書類を添えて、別に定める期日までに知事に提出しなければならない。 

 

（補助金の額の内示） 

第６条 知事は、前条に規定する事業計画書の提出があったときは、当該計画書の内容を審査

し、補助事業として適当と認めたときは、別表２に掲げる補助対象経費のうち、必要かつ適当

と認める経費について、予算の範囲内において、補助金の額の内示を行うものとする。 

 

（補助金の交付申請） 

第７条 補助金の交付を受けようとする者は、補助金交付申請書（様式第２号）を、別に定め

る期日までに知事に提出しなければならない。 

 
（交付の決定） 
第８条 知事は、規則第４条に規定する補助金の交付の決定を、申請を受け付けた日から３０

日以内に行う。 
 
（申請の取り下げ） 
第９条 補助金交付の決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、交付決定の内容ま

たはこれに付された条件に不服があり補助金の交付の申請を取り下げようとするときは、交

付決定通知を受けた日から１０日以内に、その旨を記載した書面を知事に提出しなければな

らない。 



 
（補助事業の変更等） 
第１０条 補助事業者は、次の各号のいずれかに該当するときは、第１号および第２号におい

ては変更承認申請書（様式第３号）、第３号においては廃止（中止）承認申請書（様式第４

号）をあらかじめ知事に提出し、その承認を受けなければならない。 
（１）補助事業の経費の配分を変更しようとするとき。ただし、経費区分ごとに配分された

額の２０％以内、または１０万円以内の流用増減を除く。 
（２）補助事業の内容を変更しようとするとき。ただし、補助事業の目的および効果に影響

を及ぼさない程度の軽易な変更をしようとする場合を除く。 

（３）補助事業を廃止または中止しようとするとき 
２ 知事は、前項の変更等の承認にあたっては、申請を受け付けた日から３０日以内に行うも

のとし、必要に応じ条件を付し、または申請内容を変更して承認することができる。 
 
（実績報告） 
第１１条 補助事業者は、補助事業が完了したとき、または第１０条の規定による廃止の承認

を受けたときは、その日から３０日を経過した日、または当該年度２月２８日のいずれか早

い日までに、補助金事業実績報告書（様式第５号）を知事に提出しなければならない。ただ

し、第１０条による補助事業の廃止または中止の承認を受けた場合は、同条による廃止（中

止）承認申請書（様式第４号）の提出をもって実績報告を行ったものとする。 
 
（補助金の確定） 
第１２条 知事は、前条の規定による実績報告を受けた日から、３０日以内に規則第１３条に

規定する補助金の額の確定を行う。 
 
（企業化の報告） 

第１３条 補助事業者は、補助事業の成果の企業化に努めなければならない。 

２ 補助事業者は、補助事業の完了した日の属する会計年度終了後５年間、毎会計年度終了後

３０日以内に当該補助事業に係る過去１年間の企業化状況について、企業化状況報告書（様

式第６号）を作成し、知事に提出しなければならない。 

 

（収益納付） 

第１４条 知事は、企業化状況報告書（様式第６号）により、補助事業の完了した日の属する

会計年度の終了後、補助事業者が当該補助事業の実施結果の企業化、産業財産権の譲渡また

は実施権の設定およびその他当該補助事業の実施結果の他への供与による収益が生じたと

認めたときは、当該補助事業者に対し、交付した補助金の全部または一部に相当する金額を

県に納付させることができるものとする。 

 
（補助金に係る経理） 
第１５条 補助事業者は、補助金に係る経理についてその収支の事実を明確にした証拠書類を

整理し、かつ、これらの書類を補助事業が完了した日の属する会計年度の終了後５年間保存

しなければならない。 
 



（電子情報処理組織による申請等） 
第１６条 補助事業者は、第７条の規定に基づく交付の申請、第９条の規定に基づく申請の取

下げ、第１０条の規定に基づく補助事業の変更および廃止（中止）の申請、第１１条の規定

に基づく実績報告、第１３条の規定に基づく企業化状況報告書については、滋賀県インター

ネット利用による行政手続等に関する条例（平成 16 年滋賀県条例第 30 号）第３条第１項に

規定する電子情報処理組織を使用して行うことができる。 
 
（その他） 
第１７条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項については、知事が別に定める。 
 

付 則 

 この要綱は、令和６年４月17日から施行し、令和６年度分の補助金から適用する。 

付 則 

 この要綱は、令和７年４月25日から施行し、令和７年度分の補助金から適用する。 



別表１ 補助事業区分 

１ 海外向け新商品開発・ブランディング事業 

２  海外市場への売り込み事業 

３ 水・環境ビジネスに係る海外での実現可能性調査および実証試験、またはそのいずれか 

（注）(１) 補助事業区分２は、補助事業区分１に取り組む場合のみ申請することができる。

（補助事業区分２のみの申請はできない） 

   (２) 補助事業区分３は、以下のアおよびにイ掲げる要件を満たすものとする。 

      ア 本邦域外における国・地域を対象に実施されること。 

      イ (ｱ)～(ｹ)に掲げる分野のうち、一つ以上に該当すること。 

(ｱ) 水供給（生活用水、工業用水、農業用水等） 

(ｲ) 造水（海水淡水化等） 

(ｳ) 下排水処理（生活排水、事業場排水、農業用排水等） 

(ｴ) 雨水・再生水利用 

(ｵ) 公共水域等の環境保全 

(ｶ) 水分野におけるCO₂削減に資する取組（節水、水処理効率化等） 

(ｷ) 脱炭素社会形成・気候変動対策・循環型社会形成に資する取組 

(ｸ) 大気・土壌環境保全に資する取組 

        (ｹ) その他、水・環境ビジネスの推進を図るための取組として知事が適当と認

めるもの 

 

別表２ 補助対象経費、補助率および補助限度額 

経費区分 補助対象経費 経費項目 補助率 補助金額 

１ 海外

向け新商

品開発・

ブランデ

ィング事

業 

調査・マーケ

ティング費 

市場調査の委託に係る経費、

謝金・コンサルタント費、通

訳・翻訳費、渡航・宿泊費、

信用調査費 

 
補助対象経費

の１／２以内 

 

【通常枠】 

500 千円以上 

1,500 千円以

内 

 

 

新商品開発費 
謝金・コンサルタント費、原

材料費、借料・損料、委託費 

ブランディン

グ費 

謝金・コンサルタント費、広

報媒体製作費、広告宣伝費、

デザイン費 

認証・産業財

産権等取得費 

検査・試験費、審査・登録費、

謝金・コンサルタント費 

共通経費 

海外向け新商品開発・ブラン

ディング事業に係る、上記以

外の賃金、謝金・コンサルタ

ント費、原材料費、委託費、

広告宣伝費、デザイン費、検

査・試験費、審査・登録費、

輸送費、通訳・翻訳費、印刷



製本費 

２ 海外

市場への

売り込み

事業 

調査・マーケ

ティング費 

市場調査の委託に係る経費、

謝金・コンサルタント費、通

訳・翻訳費、渡航・宿泊費、

信用調査費 

見本市・商談

会等出展経費 

出展料（および付随する経

費）、広報媒体製作費、広告宣

伝費、渡航・宿泊費、通訳・

翻訳費、輸送費 

越境 EC事業費 
出店・出品料、越境 EC サイト

制作費、広報媒体製作費、広

告宣伝費、通訳・翻訳費 

共通経費 

海外市場への売り込み事業に

係る、上記以外の謝金・コン

サルタント費、広報媒体製作

費、広告宣伝費、デザイン費、

渡航・宿泊費、通訳・翻訳費、

検査・試験費、審査・登録費、

輸送費、プロモーション運営

費 
３ 水・

環境ビジ

ネスに係

る海外で

の実現可

能性調査

および実

証試験、

またはそ

のいずれ

か 

事業費 

賃金、諸謝金、渡航・宿泊費、

物品費、印刷製本費、借料お

よび損料、通信運搬費、通訳・

翻訳費、水質調査・分析費 

 

【水・環境枠】 

500 千円以上 

3,000 千円以

内 実証試験費 
実証試験設備整備費、実証試

験材料費 

販路開拓費  

委託費  

その他経費  

（注）(１) 補助対象経費は、補助事業で必要とされるものに限る。なお、海外見本市等の出

展申込に伴う出展料および出展料と一体となった経費については、補助事業実施

年度の４月１日以降に着手された経費を含む。 
(２) 経費区分３の販路開拓費は実現可能性調査および実証試験に関連するものに限

る。 



(３) 補助対象経費は、消費税および地方消費税を除いた額とする。 
(４) 補助金交付額は、経費区分毎に千円未満を切り捨てた額の合計とする。 
(５) 補助金の交付は、一会計年度において補助対象者あたり１回とする。 

 


